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一一内閣府系諸会議との比較の視座から一一

しはじめに一問題の所在および研究の自的

今世紀に入って，規制改革や構造改革の動き

が活発化している。ここでいう規制改革や構造

改革とは，これまでの政府などによる細かな規

制を撤廃，緩和することにより，公共部門のサ

ーピスや市場の活性化などを E指すことである。

そして教育分野における規制改革，構造改革の

具体例としては，学校の裁量や自主・自律性の

拡大，特区における株式会社立学校の参入など

が挙げられる。こうした規制改革の動きは，事

後的な監査やチェックなどの必要性を喚起する。

窪田 (2013)の指摘のように，本稿が取り扱う

学校評価もこうした文脈に位置づく(九

2000年代前半の当時の内問府系諸会議は，学

校評価システムにおいて規制改革に伴う事後チ

ェックの必要性を提起した。この内閣府の動き

に対し，文部科学省は具体的にどういった政策

対応を行ったか，そしてこの対応はどのような

論理に基づくかを考察することを本稿の研究目

的としたO 筆者はこの研究呂的を達成すること

で，学校評価システムおよび教育分野の規制改

革とそれに対する事後チェックを如何にして行

うかという今日的な課題について示唆が得られ

ると考えたD

2.研究の課題宅方法

上述の研究目的を達成するために，学校評価

を事例として，経済財政諮問会議や規制改革会

議への文部科学省の政策対応の特鍛を考察する

ことを研究課題とした。なお内閣府系諸会議の

中には私的諮問会議である教育再生会議も含ま
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れるが，本稿の分析対象からは除外した。なぜ、

ならj司会議の本格的報告などが始まるまでには，

文部科学省の学校評価に対するスタンスがある

程度確立したと考えられたからである。本稿の

研究課題への考察を進める上では，経済財政諮

問会議や規制改革系統の会議の答申や議事録，

文部科学省の中教審答申や学校評価方、イドライ

ン (~j、下， fガイドラインJ)などの政策文書の

分析を行った(針。また本稿では第 2次資料とし

て規制改革系統の会議の委員(当時)の著作物

なども用いた。本稿におけるキーワードである

規制改革に伴う事後チェックとは，池田，広133

(2009)や窪田 (2013)等を参照しつつ， i公共

事業にふさわしい成果を上げているかJ，I法令

や諸基準などを満たしているかJ，あるいは「公

金の使用が適切であったかJをチェック，査定

するという意味で操作的に定義して用いt::.o こ

こで、触れた 3つの類型を厳密に区分するのは容

易でないが，後述する文部科学省の対応では主

に前 2者が中心的に議論された経緯があった(九

従って，本稿では主に，公共組織としての成果

のチェックや法令や諸基準などへの適合性のチ

ェック(特に後者の法令や諸基準への適合性の

チェック)に焦点を当てる形で論を進める。

本稿では，近年，学校評価に関して明示的な

議論が行われ始めた19981:!三中教審答申以降の議

論に焦点を当てる(.1)。なお本稿で内隣府系諸会

議への文部科学省の対応を比較考察する上では，

広田ほか (2009) に倣い，学校改善のための評

価と査定，監査のための評価という枠組みや観

点を中心に両者の比較考察を進める。上述の改

善のための評価と査定，監査のための評価とい

う観点は，前者は各学校自らが課題などに取り
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組み，それに対して評価iを行う意味であるのに

対し，後者は各学校が取り組む課題とは無関係

に公共組織として備えるべき要素や諸基準など

を満たしているか否かをチェックすることを意

味する。従って，河者は異質なものであり，比

較考察の観点として有効と考えられる。

ここで挙げた「表jは，本研究に関連する時

代的な出来事ーを整理したものであるが，これは

本論を進める上で適宜参照する。

表 1998~2006年頃の学校評価およびそれに

関連する出来事

文酬学省(1日文部省も含む) |r政小jZ革網臨E内民担2閣会2織醐当古聞』が連噴の語そ霞決のさ議仇他で嘉る蜘.門(3 l I 

関連

-中救護答申f今後の地方教育行
1998年 政の在り方についてj(10月)

2000年
-教育政革国民会滋[17の提言

発表(12月)

-省庁再編!こより18文部省が18科
-省庁再編により内需品府の機能

化。
学技術省、が合併し文部科学省が謎

-内閣府直緩の会滋として、規制
2001年 生(1月)

緩和小員会に)お代よわびる経J総済合財規政制務改! . r21世紀教湾新生プランーレイン

ボープランーj発表(1月)
会絡が新たに発足(1F!)

-小中学校Kll:!置基準の制定(4月)に

より、学校の自己点検・自己評価

が努力綾務化される。 -経済財政総閉会議「骨太の方

-中教審答申「今後の教員免許制i富十j省2002(6!'l):文部科学省を含む
2002年ー

疫のあり方についてJ(2月) 各 庁の富康負担機助金の削減

-文部科学省がf骨太の方針J が求められる。

2002で示された縫築に対し、共済

重量などの高IJ滅を受け入れる。

-経済財政務問会議「骨太の方

-中教務「今後の学校管理運営の
針j2003(6 FJ) 

総合続制改革会総f第3次答申」
在り方についてJ(中勝報告)(12 

(12!'l ) 
2003年 月)

-全E富知主審会が緩務教育重量密感
ー文部科学我が緩務教育貨の総額

負担の削減を求めたものの、後に
裁量量伽lをj是楽する。

文部科学省が総領裁叢嗣iを示した

ことにより、懐箆姿鈴へと一転。

-経溌財政E書問会議『骨太の方

針J2004(6J'l)(議席繍助金、負担

-中教審「学校の組織i慈営の在り 金のさらなる削減を求める。

15についてJ(中間とりまとめれば -総合規制改革会議が、規制改
2004年

月) 2事・民間推進会織へと改称。

-規制改革・民間繍放推進会議

「文部科学省の草壁務教育改革!こ対

する疑念提言~J (11月)

• 2005年-2006年にかけ平成の

大合併が進展。 2004年時点で

-中教審『地方分権時代における教
3000余りあった全国自治体数l立、

2006年待点で1800余りまで減少。
育委員会の在り方についてJ(部会

-続第2制;x改答革申・民術開放推進会綴まとめ)(1月〉
r Zf';2;X~iflJ(7 J'l) 

. ~事 52回中教審答申 f新しいS寺代
-経済財政路際会滋が、 f骨太の

2005年 の緩務教育を創造するJ(10月)~
方針J2005で、学校評価に関する

8月iのf骨太の方針j2005を受けて
fガイドラインJ作成要求を出す。

「ガイドラインJ作成への章者手をま賢
(6J'l ) 

明、毅務教育費留燦負鐙率の堅持
-政府与党合意により、受2006年

が盛り込まれる。
より8滋I1務31教こ商育11;重量包JiJ負担率を1/2
か 滅することが決定。

(11J'l) 

.r戦務教育E書学校における学校評

2006 年{高ガイドラインJを作成(3月J
-・改正教育基本j去が成立(12F!) 

l出典:義務教育費などの攻防については例えば内山 (2011)， 

窪田 (2005)をき平成の大合併については総務省 HPを参

照しながら，鋒者作成。

3.先行研究

本稿が問題とする，学校評価の制度化あるい

は政策形成過程についての議論に焦点を当てた

既往の論考は，以下のようなものがある。

まず池田，広田 (2009)では，文部科学省が

2000年度前半から中盤当時の官邸主導の教育改

革に説明責任を果たすことを余儀なくされた経

緯が触れられ，本稿が問題として取り扱う学校

評価も例外ではないことが言及されていた。

この広田らの論考に対して福嶋 (2011)では，

「ガイドラインJの文言や経済財政諮問会議，規

制改革会議などの政策文書を参照し，文部科学

省が当時の内閣府系諸会議の方向性とは異質の

対応、を行ったとの見解を示し，上述の研究とは

やや異なる知見を示した。福嶋によると，文部

科学雀の構想した学校評価は， [村開府の構想し

た教員評価と連動をさせるものなどとは異なる

が，どちらの提示した政策も学校が解決すべき

問題を学校の責任のみに帰した点で，双方の政

策構想は同様と評価する。そしてこの上で福嶋

は，文部科学雀の学校評価システムを文部科学

省一教育委員会一学校という従来の教育行政シ

ステムの維持強化であると評価したO

本稿で筆者は，福嶋 (2011)の論考のように，

文部科学省が当時の内問府の動きに独自の対応

を行なったものと理解する。また，文部科学

省一教育委員会一学校ωといった出来の教育行

政システムの維持という論点に着目した点につ

いても筆者は示唆を得ている。しかしながら福

嶋の論考では上述の論点について，例えば学校

評価が教育委員会制度改革と連動する 7j~で議論

がされていた経緯には殆ど触れられておらず，

論証不十分な点も少なくない。また福嶋の論考

では，学校評価をめぐる重要な論点である規制

改革とそれに伴う事後チェックという観点への

着目が十分ではない。

一方，広田らの論考では規制改革系統の会議

が規制改革とそれに伴う事後チェックという観

点を評価システムに求めたことに触れていた。

ただこれは，あくまで部分的な言及であり，内

閣府系諸会議に対する文部科学省の政策対応の

論理などについてほとんど論究されていない。
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4.本稿の構成

ここで本稿の構成について触れる。まず本稿

では，経済財政諮問会議や総合規制改革会議，

規制改革-民間開放推進会議の政策提案が本格

化する以前である1998年， 2002年中教審答申の

文部科学省における学校評価に関する議論に焦

点を当てる(5 )。次に，経済財政諮問会議，総

合規制改革会議，規制改革・民間開放推進会議

といった内閣府系諸会議が活発な政策提言を行

い始めた，主に2003年以降における学校評価の

議論に焦点を当てる(6 )。そしてこの上で，内

閣府系諸会議の提言を受けた文部科学省の対応

のあり方に対し考察を行なう。(7 )。さらにこ

れに続き，上述の(7 )で触れた文部科学省の内

関府系諸会議への対応論理について当時の時代

背景も交えつつ分析する(8 )。以上 (5)~(8)

を踏まえ，本稿での考察を行う(9 )。

5. 1998年， 2002年の中教審答申における学校

評価に関する議論一保護者宅地域住民への

説明責任の履行唱自己点検・自記評価を中

心とする評価システムー

1998年の中教審答申「今後の地方教育行政の

あり方についてjでは，地域住民などの学校運

営への参画の促進という綴点から，学校評議員

の設置とともに，保護者や地域住民に対する説

明責任の履行が重要であるとし，自己点検・自

己評価の重要性について指摘が行なわれた。

2001年の省庁再編により文部科学省となった

後の2002年の中教審答申「今後の教員免許制度

の在り方について」でも，学校評価について触

れられていた。この答申でも， 98年の答申とほ

ぼ同様に，保護者や地域住民とのコミュニケー

ションの促進という点から，自己点検・自己評

価のおよびその公表の重要性が示された。学校

評価システムが生まれた大きな背景には，例え

ば木間 (2004)が指摘するように，教育改革国

民会議 (1表J)で指摘された学級崩壊などに克

られる学校への不信の問題が存在する。よって，

2002年の答申において学校評価による保護者や

地域住民とのコミュニケーション通じ，信頼回

復に努めることが文部科学省にとって以前にも

増して重要課題と認知されたと考えられる。ま

たこの2002年には，長らく制定が行なわれなか

った小中学校設置基準の制定により，学校評価

が自己点検-評価という形で努力義務化された

(1表J)。この設置基準の制定は，学校評価の法

制化という点で重要な意味を持つ一方で，例え

ば窪田 (2013)が指摘するように，学校運営主

体の新規参入促進という点で規制改革の鳴矢と

なる別の側面も存在していた。

6. 内閣府系諸会議における学校評価に関する

議論一規制改革に対する事後チェックとし

ての査定宅監査型の評価システムー

学校評価をめぐっては，特に2003年ごろから

文部科学省の頭越しに内閣府系諸会議から積極

的に提言がされるようになる (1表J)。これらの

諸会議は，内閣府，官邸の役割強化，省庁横断

的な行財政改革の実現を狙いとして， 2001年の

省庁再編によって生まれたものである。この行

財政改革や規制改革の狙いは，例えば八代

(2003)の指摘のように 経済成長や生産性向

上の足榔となっている事前規制に見られる社会

的規制を撤廃し，事後規制型の社会へと移行す

ることにあった。この規制改革については，八

代 (2003)の指摘のように，農業， s主療，福祉，

労働，教育などが重点改革分野として指定され

た。本項では，内問府の規制改革系の会議，経

済財政諮問会議の学校評価に関する議論につい

て触れ，規制改革などの一環として評価システ

ムが位置づくことを明らかにする。そして本項

では，先の 5項の1998年， 2002年の中教審で触

れられていた評価システムとの差異に留意しつ

つ論を進める。

(1)総合規制改革会議，規制改革・民間開放推

進会議における学校評価に関する議論

総合規制改革会議は，官邸主導の構造改革，

行政改革を実施するために2001年に誕生した内

閣府系の会議である。そして同会議は， 2004年

には規制改革-民間開放推進会議へと改称した口

この規制改革系統の会議は，教育分野における

規制改革とそれに付随する評価という形で，学

校評価やそれに付随する論点について議論がな
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されていた。

まず2003年12月の総合規制改革会議の第3次

答申では，大学における設置基準緩和に伴う第

三者評価導入など事前規制から事後チェックへ

と移行しており，初等中等学校においても国公

私立を問わず同様の仕組みが検討されるべきと

の趣旨の指摘があった。

次に規制改革-民間開放推進会議へと改称後

の2004年11月「文部科学省の義務教育改革に対ー

する緊急提言jでは 「学校長などへの権限委譲

のためには，成果について当事者に厳重な責任

を取らせる仕組みが伴わなければならないと考

える(引用部分における下線部は筆者による。

以下，全て問様。)J との提案がなされていた。

そして翌年2005年 7月の第 2次答申では，こ

の緊急提言に続く形で，イギリス，オランダ，

スウェーデンなどでは，具体的な教育方法等に

ついては各学校の裁量に任される一方で，学校

監査が定期的に実施され こうした監査以外に

も学校や学校理事会が独自に児童生徒，保護者

に対し満足度調査を行っている点が示唆的と指

摘していた。そしてこれに続き同答申では，公

金が導入される以上，評価による監査等は当然

行われるべきとの趣旨の指摘があった。

以上の第 2次答申の内容は，総合規制改革会

議の第 3次答申とほぼ同じく，規制改革に伴う

事後チェックとして監査に重点が置かれている O

またや児童生徒などの満足度を中心とした公共

事業としての成果のチェック，そしてこれらの

結果の公開の必要性についても指摘がなされて

いると言えよう。

上述のこれらの論点に関しては，同会議の中

心的委員であった福井秀夫政策研究大学院大学

教授〈当時)が f学校には秘密主義がはびこり，

教育の実態や公金の使途などが十分に開示され

ていないJ(福井2007，169寅)と指摘していた

点からも理解可能と思われる D そしてi司会議の

2次答申では，学校評価に関して公開すべきもの

として，学校の財務状況，予算執行状況，選抜

基準の詳細，授業時数，学校への苦情対応、の状

況など多岐にわたる観点カヲリ挙ぎれていた。こ

のように，学校自らの判断で課題じ取り組むの

ではなく，査定や監査色の強い評価システムが

構想された点では 先に触れた2002年中教審と

は明らかに異なると指摘できょう。また再会議

では，先の諮問会議と同様，学校評価が学校選

択や教育パウチャーともリンクする1f~で構想さ

れている。この点に関し，前出の福井委員は，

わが国の義務教育における責任の所在のi慶昧さ

を問題視し，学校の自由選択と関連した教育パ

ウチャーの導入により 財政的権限や責缶など

について各学校に明確に帰属させることが必要

と指摘していた(福井2007)。これについて商会

議の委員であった教育アナリストの戸田忠雄は，

パウチャーシステムの下では児童生徒や保護者

から評価がされなければ，在籍者数に応じる形

で学校への補助金が減らされると指摘していた

(戸田2007)。そしてこれは先の「文部科学省の

義務教育改革に対する緊急提言」のように，学

校に公共事業としての成果についてチェックを

厳密に行うとともに その成果に対ーして責任を

負わせることを如実に示すものと言えよう。こ

れらの他に前出の福井委員は，パウチャーシス

テムの導入で、各学校の責任体制が確立すれば，

機能が不十分とされる教育委員会の必量規制の

見藍し論などにつなげられると指摘していた

(福井2010)。

(2)経済財政諮問会議における学校評価に関す

る議論

経済財政諮問会議(以下，諮問会議)は，先

に触れた規制改革系の会議と向様に，教育分野

の規制改革や構造改革が重点的な論点として扱

われ， ζの一環として評価システムの議論が行

なわれていた。そして前に触れた規制改革系の

会議との関係では 2004年の経済財政運営と構

造改革に関する基本方針(以下， [-，骨太の方針J)

で「平成16年 5月発足の規制改革・民間開放推

進本部と規制改革・民間開放推進会議等が密接

な連携を図りつつ 3か年間-彊を藷実に実施す

るJというように，緊密な協力関係にあった。

例えば f骨太の方針J2003では，教育分野の

改革について， 1"義務教育の質向上を図るため，

学校評価や学校選択の自由の拡大および教員の

意欲主能力に応じた処遇等が必要であるjとの
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文言がまとめられていた。この文言からは，学

校選択や教員の能力に応じた処遇の問題が教育

分野の重点的な改革課題として挙げられると同

時に，こうした問題とリンクする形で学校評価

が構想されていることが理解できょう。

このことの一端として，例えば委員であった

吉川洋東京大学経済学部教授(当時)は， 2003 

年の第34田諮問会議の場で，教育の重要性を念

頭に置いたうえで「教育の質の向上を図ってい

くためには，学校間の競争促進と教員の質の向

上を本格的に検討する必要がある，このように

我々は考えております」とした上で， I個人の選

択を機能させる。教育パウチャー制度の平成18

年度予算からの導入を積極的に検討するjとい

うように，学校選択を可能とする学校教育にお

ける教育パウチャー (6)の導入の必要性について

言及していた。これは学校選択に基づく競争原

理の導入によって，教育サービスの提供者に当

事者意識を持たせようとしているのが理解でき

る。

また次の2004年の「骨太の方針jでも評価の

問題に関して， I地域の創意工夫を活かし，学校

の自由度を高めるため，平成16年度内を自途に，

教育委員会の改革と合わせ 教育内容等に関す

る校長の権限強化と学校の外部評価の拡充に向

けた方針を示す」とされていた。この2004年の

文言からは，各学校の裁量や自律性の向上と学

校の外部からの評価がセットになると向時に，

学校評価が教育委員会制度改革とも連動してい

ることが判る。

そして翌2005年の「骨太の方針」では， I評

価の充実，多様性の拡大，競争と選択の導入の

観点をも重視して，今後の教育改革を進める。

このため，義務教育について，学校の外部評価

の実施と結果の公表のためのガイドラインを平

成17年度中に策定するとともに，学校選択制に

ついて，地域の実清に応じた導入を促進し，全

国的な普及を図る」というように文部科学省へ

ガイドラインの策定という政策的な要求を出す

までに至った。またここでも第34回会議での古

川委員の発言と向様に 評価を通じた学校選択

という競争原理による教育の活性化が謡われて

いるのが理解できる。

これに加え， 2005年の「骨太の方針Jでは，

評価の問題と併せて義務教育などにおける責任

や権限のあり方に関し 以下の言及をしていた。

「教員人事権移譲など市町村ーの責任の確立，保護

者-地域住民の学校運営への参画を図る。また，

学校長への権限移譲の推進や教育委員会の関与

の見哀しなどを図り，現場主義を徹底する。そ

の際，成果についての事後評価を厳格に行うJ

上述の「骨太の方針J2005の文言からは，人

事の権限移譲や教育委員会の学校への関与のあ

り方を変えるなど学校現場に多くの裁量を与え

ると同時に，公共事業としての成果を学校の教

職員以外の評価者による外部評価で事後的に査

定，チェックする方向であることが看取できる。

この諮問会議では 教育委員会制度改革につ

いて2006年の「骨太の方針jで， I教育委員会

制度については，十分機能を果たしていない等

の指摘を踏まえ，教育の政治的中立性の担保に

留意しつつ，当面，市町村の教育委員会の権限

(例えば，学校施設の整備・管理権限，文化・ス

ポーツに関する事務の権限など)を首長へ移譲

する特区の実験的な取組を進めるとともに，教

育行政の仕組み，教育委員会制度について，抜

本的な改革を行うこととし，早急に結論を得る」

と触れられていた。この i骨太の方針jの内容

からは，特i玄に見られるように教育委員会制度

に関する規制改革を行い，教育委員会の権限を

縮小する方向性が看取できる。この「骨太の方

針J2006が示していた方向性は，第 9密議事録

がより明示的でLある。 2006年の第 9@諮問会議

では，オリックス会長の宮内義彦規制改革・民

間開放推進会議議長(当時)が，教育委員会制

度改革や学校自由選択を可能とする教育パウチ

ヤーに関連し，以下の発言を行った。

「教育の出し手，供給者側の問題といたしまし

て，国レベルの文科省，都道府県レベルの教育

委員会，市町村レベルの教育委員会の重層構造

仁教育委員会と昌治体行政の分離構造が責任

と権限の所在をあいまいにし，様々な非効率と

矛盾を生んでおります。(中略)これらの解決の

ためには，教員人事権，学校長の権限・責任，
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教育委員会改革など「基本方針2005Jで閣議決

定済みの課題について，早急に具体化を圏るべ

きだと存じます。その際 まずは教育委員会の

必置規制を見草し，自治体などの現場が責任権

限を明確化 Lて，教育行政に当たる道筋を開く

べきではなかろうかと思いますJ

この宮内議長の発言からは，教育行政の権限

や賞缶の所在が!度味な学校教育のあり方を問題

視していることがわかる。そしてこの教育行政

のあり方を変革させる手段として，教育パウチ

ャーの導入や教育委員会の役割3 権限の縮小や

学校の裁量拡大などが具体的な手段として列挙

されているのが半リる。

以上の「骨太の方針」の答申文言あるいは諮

問会議の議事録の内容からは，学校評価は，学

校の裁量拡大を行つ一方で 保護者-児童生徒

などを教育サービスの受け手に位置づけ，選択

を通じて学校を競争的な環境に置き，当事者意

識を持たせるためのツールと位置づけられてい

るのが理解できる。またとりわけ2005年の「骨

太の方針jが示すように学校の教職員以外の評

価者による外部評価を中心に構想されていると

伺時に，規制改革に伴う事後的な公共事業とし

ての成果のチェックが重要視されていることが

判る。そしてこれらの点については規制改革系

の会議と同様に，学校自らの判断による自己点

検・自己評価を強調する2002年中教審答申とは

かなり異なっていると指摘できょう。またこれ

らの他にも， 2003年の f骨太の方針jの文言が

示したように，学校評価が教員評価や教員の処

遇の問題と結びつけて考えられている特徴が見

られる。こうした答申や議事録の文言は，教員

など学校教育の当事者に対し，公共事業として

の成果への厳格な査定などを行い，責任を強く

求めることの証左であると言えよう。

7.内題府系諸会議の提言後の文部科学雀にお

ける学校評錨に関する議論-2005年の中教

審答申ぃ以降に焦点を当てて-

本項では，先述した内閣府系諸会議の提言な

どが，文部科学省の学校評価の政策構想のあり

方に対して変革を及ぼしているのかを考察する。

そこでまず， 2005年の中教審答申の内容から考

察していく。

2005年の第52田中教審答申「新しい時代の義

務教育のあり方を創造するjでは，義務教育の

構造改革について地方や各学校の裁量拡大およ

びそれに伴う質保証という観点から，学校評価

の問題について言及がなされていt::.o

具体的には，I学校や地方自治体の裁量を拡大

し主体性を高めていく場合 それぞれの学校や

地方自治体の取組の成果を評価していくことは，

教育の質を保証する上でますます重要となる。

(中i略)現在，学校評価は，学校が教育活動の自

律的・継続的な改善を行うとともに， I関かれた

学校Jとして保護者や地域住民に対し説明責任

を果たすことを目的として，自己評価を中心に

行われている」としていた。

次に問答申ではこれに加えて， I今後，更に学

校評価を充実していくためには，学校・地方自

治体の参考に資するよう大綱的な学校評価のガ

イドラインを策定するとともに，現在，努力義

務とされている自己評価の実施とその公表を，

現在の実施状況に配意しつつ，今後全ての学校

において行われるよう義務イとすることが必要で

あるjと触れていた。ここでは，前出した2005

年の経済財政諮問会議による「骨太の方針Jの

文言を受けて国レベルでの大綱的な fガイドラ

インjの策定を行うと何時に，学校評価の重要

牲に鑑みて，評価実施について法令上の義務規

定を置く方向性であるのが理解できる。

そして評価の問題と密接にかかわる地方や学

校単位への裁量の移譲は， I権限がない状態で責

任を果たすことは毘難であり，特に教育委員会

において，人事，学級編制，予算，教育内容等

に関し学校-校長の裁量権限を拡大することが

不可欠であるjという形で言及されていた。

上述の2005年中教審答申の内容では，先の 5

項で触れた2002年の中教審答申などとほぼ同様

に，保護者や地域住民などへの説明責任を履行

し，学校を関かれたものにするという点から学

校評価に焦点が当てられている。これに加えて

向答申ではP 予算面あるいは学級編制における

学校や校長の自由度の拡張という形で，学校現
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場の裁量拡大が植われているD 確かにこれらは，

内閣j有-のパウチャーの導入に基づく各学校の予

算裁量の大幅拡大や教育委員会制度改革のよう

な抜本的な裁量拡大からはやや後退しているの

は事実である。しかし内閣府系諸会議と同様に，

各学校の裁量拡大などに対する事後的なチェッ

クという意味で，学校評価の重要性が位置づけ

ていることも理解できょう。

ただ文部科学省の構想した学校評価は，例え

ば窪田 (20l3)が指摘するように，規制改革を

行なったことに対する事後チェック的な観点は

弱い。この点に関しては 例えば以下で示した

評価項目や指標の在り方に関する「ガイドライ

ン」の記述から看取できょう。

「具体的にどのような評価項目・指標等を設定

するかは各学校が判断すべきことであるが，そ

の設定について検討する際の視点となる例を，

参考として(中略)掲載する。ただし，これら

はあくまでも例示に過ぎないものであり，その

すべてを網羅して取り組むことは必ずしも望ま

しくないJ(13頁)

この「ガイドラインJの文言からは，確かに

評価項自や指標などを例示しているのが判る。

ただ，これらの項目などの取捨選択はあくまで

学校に委ねており，実際の評価活動では詳細な

形でチェックを行なうことを想定していないの

が理解できる。そしてこの意味において，規制

改革に伴う事後チェック的な観点は弱いものと

える。またこれに加え，学校自らの判断によ

る自己点検・自己評価を中心に改善を呂指した

評価が構想、された点でも 先の 5項で触れた

2002年答申などの内容に似ており，監査，査定

色が強い内関府系諸会議とは論調が異なる。

次に，学校評価で，規制改革に伴う公共事業

としての成果をチェックするという意味でも文

部科学省の学校評価システムは，決して厳格で

はない。これに関しては 例えば「ガイドライ

ンjの「学校の序列化や過度の競争といった弊

害が生じないよう，設置者においては情報提供

に当たり十分に配慮する必要がある。例えば，

設置者が，各学校の状況や特殊性を考慮せずに，

学力調査の結果等をもとに学校の単純な順位付

けを行うようなことは，望ましくないJ(39頁)

との文言から理解可能であろう。そしてこれは，

例えば窪田 (20l3)の指摘のように，学校評価

システムが競争原、理の一翼を担うものとしては

位置付けてられていないと換言できょう。こう

した一方で fガイドライン」では， I各学校の設

置者等が，学校評価の結果に応じて，学校に対ー

する支援や条件整備等の必要な措撞を講じるこ

とにより，一定水準の教育の質を保証し，その

向上を図ること。J(2頁)との文言のように学

校評価を通じて，教育委員会が学校改善に対す

る支援機構としての役割(7)を果たすことが期待

されている。従って福嶋 (2011) の指摘とは異

なり，文部科学省では，学校評価(結果)につ

いて学校(あるいは教職員)のみに成果の責任

を負わせる評価システムが構想されていないの

が理解できる。

これらの他に学校選択に関わる教育パウチャ

ーについては，例えば中UJ成彬文部科学大臣

(当時)や鳥居泰彦中教審会長(当事)が2004

年12月の諮問会議の場で導入に慎重な構えを見

せたため，実現は見送られた。しかし，学校選

択については，揺井 (2007) の指摘のように，

通学の利便性やいじめへの対応などによる学校

の変更申し立てを認める通知を教育委員会に出

したように，文部科学省が内閣府系諸会議の政

策提案に対して一部譲歩を行なった。

8.文部科学省の学校評価システムにおける内

開府系諸会議への対応の論理一2005年前後

の時代背景に着目して-

先の 7項で示したように，内閣府系諸会議が

想定する学校評価システムの構-想は実現されな

かった。具体的に言うならば，教育の成果や諾

基準への適合性などについて規制改革に伴う事

後チェックを厳密に行おうとする評価システム

の実現はされなかったO そしてこれに代わる形

で各学校の実情に応、じた改善支援型，課題志向

型の評価システムが構想された。では，学校評

価システムにおける文部科学省の政策対応が，

内閣府系諸会議の方向性とは異なったのは， Iな
ぜjなのか。本項ではこの点について考察する。
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そして考察を行う上では，先の「表jで挙げた

文部科学省の各種答申などから組みとれる課題

意識，あるいは当時の2005年前後という時代背

景に着目する。

まず評価における，法令や諸基準などへの適

合性のチェックの問題について， Iガイドライ

ンjでは，以下のょっな指摘がなされていた。

「学校評価の取組とは加に そもそも学校とし

て当然に満たすべき法令上の諸基準等を満たし

ているかどうかという合規性のチェックが重要

であるjと指摘した上で 「このような細部にわ

たる日常的な点検や，諸法令等に基づく詳細な

基準適合性などについては 日々の学校の校務

分掌や，設置者などによる専門的なチェックに

より各分野においてきちんと担保されることが

重要である。学校評価においては，その基礎の

よに立って，例えばそれらのチェックが適切に

行われているかどうかや，必要に応じて，特に

重点をおいて取り組むべき項自について，評価

対象とすることが考えられる。自己評価の評価

項目・指標等として，日常点検のチェック項目

を各分野にわたり逐ーとりあげて取り組むこと

は適当ではないJ(14頁)

とれは規制改革に伴う諸基準などへの適合性

のチェックの重要性を認めるものの，これらを

学校評価で行うのは適当ではなく，設置者の教

育委員会などによる E常的チェック ωの中で行

うのが基本との見方であると言ってよい。また

こうした教育委員会によるチェックによる保証

が行なわれていることを大前提に重点的な改善

課題などに取り組むという学校評価観も看取で

きょう d では「なぜム文部科学省は，事後チェ

ックに相当する内容を学校評価で行なうことを

f適切でないJと判断したのだろうか。

次に文部科学省、が事後チェックに関しこうし

た判断を行った背景にてコいてはp 例えば「表J
で触れた2003年の「今後の学校の管理運営ぬ在

り方についてJ(中間報告)で，各地域の二一ズ

に基づいた，学校運営協議会に見られるように

学校と地域住民，保護者などの協働による魅力

ある学校づくりを文部科学省が重要視:したこと

と密接に関係があろう。各地域のニーズに基づ

き学校づくりを行う発想は，詳細なチェック型

でない課題志向型の評価という考え方と論理的

に整合性が取れる。加えてこの中間報告の内容

は，説明責任を果たし，保護者や地域住民の参

画を得て，学校・家庭・地域の協力による学校

づくりを進めるという fガイドラインjで示さ

れた学校評価の自的とも合致している。

そして文部科学省が事後チェックに関しこう

した判断を行った背景については， t)、下の2006

年4月の第54田中教審での文部科学省の銭谷真

美初等中等教育局長(当時)の学校評価のあり

方に関する発言内容からも読み解くことが可能

であろう。

「単に学力とかということのみではなく，教育

課程，学習指導，あるいは生徒指導，進路指導

(中略)安全管理，保健管理云々ということで，

学校教育について総合的に評価していただく。

ただし，評価のための評価で教職員が大変忙し

い思いをしたり，何だか加重な自標設定をして

挫折!芸をi床わうとか，そっいったことがあって

はならないわけでございますので，それぞ、れの

学校が今必要としている指標を，学校ご自身の

判断によりまして設定をして評価を行なう j

この銭谷局長の発言内容からは，学校教育に

ついて総合的な点検を行うことの必要性を認め

ていることがわかる。ただこの一方で同局長の

発言は，こうした評価では学校の教職員への多

大な負担が及びかねず，あくまで課題指向型の

評価を基本に行うべきとの見方を示している。

ところで2005年の第52田中教審答申では，学校

裁量や自律性の拡大について触れていたD こう

した裁量の拡大は，学校現場の自由度を高める

一方で，現場で責任を持って行なう仕事量が増

えるため，教職員は多'1主化することが必然的に

想定される。従って2005年前後は，評価システ

ムの導入に捺しての教員に生じる業務負担の問

題について，敏感にごとらざるを得ない時代状況

があったと指摘することができょう。

これらの他に事後チェッタに当た一る内容は学

校評価でなく，あくまで教育委員会によるチェ

ックなどで担保すべきとのスタンスを文部科学

省が採:用した背景については，先に触れた第52
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居中教審答申の教育委員会制度改革に関する内

容からも考察することが可能と思われる。

2005年の第52居中教審答申では，文部科学省

は内閣府系諸会議の教育委員会の廃止論や必置

規制緩和論について，政治的中立性や継続性，

安定性といった教育行政の根幹を損ねる危険性

が高いことから反対の立場を採った(ヘこれと

同時に問答申では「特に，今後，後述するよう

に，教職員人事や学級編告uなど義務教育に関す

る市区町村の権限と責任が拡大することを考慮、

すると，市i豆町村ーの教育行政における政治的中

立性の確保や教育行政の専門性の発揮，行政執

行の多元化等の要請は一層強まり，教育委員会

の機能の強化が求められると考えられるjとい

うように，規制改革が進展したからこそ，教育

委員会の役割がこれまでにも増して重要となる

ことに触れていた。そして「ガイドラインjに

見られる教育委員会による日常的チェックを重

視する文部科学省のスタンスもこの延長線に位

置づくものと言えょっ。また，評価結果に対す

る支援という形で， 1ガイドラインjで学校改善

に対する責務を明記した点も，教育委員会の役

割を重視する文部科学省のスタンスが顕著に現

れているものと看倣すことが可能である。そし

てここで触れた教育委員会の支援機能の重視に

ついては， 1表jで触れた2004年の「学校組織

の在り方についてJ(中間とりまとめ)とも論理

的に合致している。!司とりまとめでは，自律的

学校運営の時代においては，各学校が責任を持

ち組織的な運営を行うことが重要としたうえで，

こうした組織運営を行うためには教育委員会の

支援機能が重要であると指摘されていた。

ところで，文部科学省が学校評価において公

共事業としての成果を厳格にチェック，追及す

るシステムを採用しなかった理由もまた，同じ

く第沼田中教審答申の内容から読み解くことが

可能と考えられる。なぜならば6項で先述のよ

うに，規制改革会議の福井委員は，各学校が競

争原理を担うものとして位置付けば，教育委員

会の存在意義が希薄になるとの趣旨の指摘をし

ていたが，J2J、下に示す52回答申の示す方向性は，

福井委員の指摘とは正反対だからである。

この第52田中教審答申では，教育委員会制度

の在り方その他について 「教育行政に関して

は，文部科学省，都道府県教育委員会，市区町

村教育委員会の問で 上意下達の中央集権的な

行政になっており，地方の創意工夫を阻害して

いるとの指摘があるjとしながらも， 1義務教育

の機会均等や水準確保などの根幹の保障は国の

責任であり，その責任を果たす上で，都道j脊県

や市i豆町村に対し必要な指導・助言や援助を行

うことは必要であるJと指摘していたO 以上の

ように患による機会均等の保証などを重要視す

る点からは，義務教育において極力競争原理を

持ち込むのを忌避しようというスタンスが看取

できる。またこの答申からは，現行の教育委員

会のあり方への見産しを提起する一方で，内隣

府の規制改革の動きに対し，あくまで文部科学

省一教育委員会一学校という従来のシステムを

堅持し，義務教育への文部科学行政の関与の正

当牲を強調するスタンスも看取できる。

ここで文部科学省がこうした従来の教育行政

の在り方の維持にこだわった理由を解釈する上

では，本稿が射程とする，とりわけ2005年頃と

いう当時の時代背景を考慮する必要があるであ

ろう。この2005年前後という時代は，内閣!有ーな

どとの間で義務教育費国庫負担金の存廃問題と

いう文部科学行政の根幹を揺るがしかねない重

大な事態が生じていた (1表J)。この国庫負担金

の存廃問題は端的に言うならば，文部科学省所

管の国庫負担金を削減すると問時に，税j原移譲

を行い，一般財源化を講じ，各地方自治体の裁

量を拡大するという意味での改革を意味してい

た。従って，当時の文部科学省は，従来型の文

部科学行政の維持存続の正当性を主張すること

が，いつの時代にも増して強く求められていた

と解すことができょう。

9.考察

本稿では，内閣府系諸会議の動向に対する文

部科学省の対応について学校評価を対象事例と

して見てきた。本稿によると文部科学省の対応

は，諸基準への適合性をチェックするか否かと

いった点で，内閣府系諸会議の示していた方向
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性とは異なった対応を取っていた。また公共事

業としての成果を厳格に査定し追及するかとい

った点でも文部科学省は内閣府系諸会議とは異

なった対応をしていた。この点については，内

閣府系諸会議とは異なり，学校改善を目的とし

た改善支援型，課題志向型の評価システムを構

築することとなった。そしてその上で評価結果

に基づく支援や条件整備という形で教育委員会

の責任について触れていた。文部科学省が学校

評価システムにおいてこうした政策対応を取っ

たことの論理に関しては，以下の通りである。

まず法令や諸基準への適合性のチェックにつ

いては，文部科学省はこの重要性を認めつつも，

学校評価とは別個のシステム(設置者の教育委

員会などによる日常的チェック)の中で行うべ

きとのスタンスを採った。文部科学省がこうし

た政策スタンスを採用した背景には，まず2003

年の「今後の学校の管理運営の在り方についてj

(中間報告)に見られる保護や地域住民との協働

による各地域に根差した学校づくりを重視する

スタンスがあり，課題志向型の評価を志向して

いた経緯があった。また文部科学省がこうした

対応を行った背景には 評価における学校の教

職員の負担を考慮せざるを得ない時代状況が存

在したD これらの他に，文部科学省が上述のス

タンスを採用した背景には，内閣府系諸会議と

は異なった教育委員会制度の維持存続という文

部科学省の基本路線もあったと考えられる。

次に学校評価において成果の厳格なチュック

や競争原理を忌避し，学校評価結果における教

育委員会の責任についてなど触れた理由は，内

関府系諸会議の教育委員会制度改革とは異なり，

当時の教育委員会の役割や存在意義を強調する

論理があった。そしてこうした背景には，教育

分野の規制改革を意図する内閣府系諸会議とは

異なり，文部科学省一教育委員会一学校という

従来の行政システムを堅持し，文部斜学行政の

関与する余地を担保Lたいとの政策的意図が存

在することが看取できた。そしてこう Lた文部

科学省の対定、が生じたことの理由には，文部科

学行政の根幹とも言える義務教脊国庫負担の存

廃問題といった時代的な背景も存在Lた。

冒頭部分で触れた福嶋 (2011)の先行研究と

の比較で言うと，確かに本稿では学校評価にお

いて文部科学省が内閣府系諸会議とは異なった

対応したことを明らかにした点では向車禁である。

ただ本稿では，学校評価をめぐる重要な論点で

ある規制改革とそれに対ーする事後チェックとい

う観点に着目を行った点では，先行研究とは異

なる。また学校評価が教育委員会制度改革の問

題と連動して論じられたことを示し，文部科学

省の内閣府系諸会議への対応の論理を示した点

でも先行研究とは異なる。

本稿での分析からは，果たして法令や諸基準

への適合性へのチェックをはじめとする規制改

革に伴う事後チェックが，日常的な教育委員会

とのやり取りなどの学校評価とは別のシステム

の中で担保されているかとの論点が重要である

ことが示唆される。換言すれば，教育委員会と

の自常的なやり取りなどの中で事後チェックが

十分に出来ないのであれば，学校評価において

事後チェック機能を盛り込むことを考慮する必

要があることを意味する。ただその際には，銭

谷局長などの発言にもあった評価者の負担など

については別途議論する必要があると考えられ

よう。上述したこれらの論点は，とりわけ学校

裁量の度合いが拡大している場合には特に考慮

すべきことと考えられよう。また今後，教育委

員会の役割縮小， -記、置規制緩和といった改革が

起こった場合にも，学校評価において事後チェ

ック要素を盛り込むことを考慮する必要が生じ

るであろう。なぜ、ならば，諸基準への適合性へ

のチェックに見られる規制改革に対する事後チ

ェック機能は，教育委員会の業務の中で行うこ

とが想定されており，役割縮小となればこうし

た機能が不十分となる可能性が考えられるから

である。そしてこれを踏まえれば，内閣府系諸

会議で教育委員会制度改革と評価による事後チ

ェックが問時並行的に論じられていたのが決し

て偶然ではないことも理解できょう。

最後に，本稿の持つ限界について触れたい。

本稿では，内閣府系諸会議の動向に対する文部

科学省の政策対応の特徴とその論理について学

校評価を事例に明らかにした。またこれに加え
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本稿では，教育分野の規制改革に対ーする事後チ

ェックをいかにして行うかという論点について

の示唆を得た。ただとりわけ後者の部分につい

ては，規制改革に対する事後チェックという論

点について示唆を得るにとどまっている。従っ

て実擦に，学校に対する教育委員会の日常的な

チェアクなどにより，果たして事後チェックに

あたる要素が担保されているかどうかといった

点について実証的に明らかにされていない。そ

してこの点については他稿を期すこととしたい。

注

機構と支援機構としての役割が存在しているこ

とは，例えば堀，持IJ林 (2009) を参照されたい。

( 8 )これ以降で頻出する，教育委員会による学校

へのチェックというものは教育委員会の監督機

構としての役割とほぼ同義と理解できょう。教

育委員会の役割として支援機構としての役割と

監督機構の両者の役割があることについては堀，

榔林，向上を参照されたい。

( 9 )教育委員会制度改革については，文部科学省、

はもとより，利害当事者であった自治体首長の

大部分も現行制度に肯定的であったために，改

革は見送られることとなった。自治体首長が現

行制度に肯定的であった点に関しては，例えば

堀，柳林前掲蓄や村上 (2011) を参照されたい。

( 1 )本稿での分析を行う上では，この窪田 (2013)

の論考に負う部分が決して少なくない。ただ，

本稿では文部科学省の対応の論理や学校評価と

教育委員会制度改革との関係について考察を行

っている点では，窪聞の論考とは異なっている。

参考引用文献一覧

( 2 )本稿では，文部科学省や内閣府の政策文書，

報告書を参照したが，これらを参照する上では，

文部科学省 HPhttp://www.mext.go.jpんある

いは内閣J{fHP http://www.cao.go.jp/. といっ

たサイトにアクセスを行った。またその他に

「表」で示したように総務省 HPhttp://www. 

soumu.go.jp/にもアクセスを行っている。なお

各サイトの最終アクセス日は，全て2017/7/26で

ある。

(3 )文部科学省の対応の中で公金のチェックの問

題についてあまり議論されていなかったのは興

味深い点であるが，筆者の収集した資料からそ

の点について考察するのは極めて盟主任であったO

(4 )この答申の頃，学校評価に関して議論が始ま
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いる。

( 5 )学校と教育委員会の関係については，公立学

校と国立，私立学校とでは異質であると考えら

れる。ただ本稿では，学校と教育委員会の関係

については公立学校の話に絞って話を進めてい

く。

( 6 )以後の論において出てくる教育分野における

バウチャーとは， 1955年経済学者のミルトン・

フリードマンによって提:唱されたものである。

( 7 )教育委員会の学校に対する役割として，監督
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Characteristics and Logic in the Policy of the School Evaluation System 

Planned by MEXT: From the Viewpoint of Comparison 

with a School Evaluation System Proposed 

by Councils Put Forth by the Cabinet Office 

lchiro KANAMORI 

This[Al] paper aimed to examine the reactions of Japan's Ministry of Education， Cul加re，Sports， Science and 

'Iechnology (MEXT) to deregulations or structural refo1'ms in the school evaluation system and the rationale 

behind the reactions. Therefore， official papers， reports， or accounts of meetings published by l'v伍XTand Council 

on Economic and Fiscal Policy， as well as reforms proposed by the Council fOl・ RegulatoryReform in the Cabinet 

Ofiice were analyzed. 1n addition， books 明 治enby the Council for Re別 latoryReform committee members wel・e

used as secondary 1'esea1'ch sources. The analysis focused on the following viewpoint: school evaluation as a 

school improvement sb-ategy 01' an audit or inspection. The analysis revealed the fol1owing results: 

Unlike Cabinet councils， MEXT did not specify conducting inspections or check after education deregulation 

in the scho01 evaluation system; rather， it specified that educational boards played a supportive ro1e in the 

improvement of the school evaluation system. Furthermore， it did not support the abohshment of educational 

boards and maintained that they were imperative to the school evaluation system 

The rationale behind MEXT's reaction to the Cabinet councils' po1icy was as follows: Fi1'st， MEXT 

emphasized the importance of the cooperation between schools and parents or community residents. Second， the 

inspection of schools or check after education deregulation should be implemented not by the school evaluation 

system but as a regular function of educational boards_ Third， in relation to the post-deregulations checks， MEXT 

intended to participate in the adminisb-ation of compulsory education by defending educational boards. 
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